定例市政記者クラブ・市長懇談会（１０月分）の結果について
日時：平成２２年１０月８日（金）午前１１時～１１時３５分
場所：市役所２階第１委員会室
出席者：（１）市政記者クラブ４社
【北海道新聞、釧路新聞、ＨＴＢ、ｕｈｂ】
（２）市長ほか９人
会 見 内 容

1． 話題提供（４項目）

１．第３回都市経営戦略会議の開催について
■　本日（１０月８日）午後１時３０分から、釧路プリンスホテルにおきまして第３回都市経営戦略会議を開催いたします。

■　都市経営戦略会議は、ご案内のとおり釧路公立大学との共同研究によりまして、中長期的な視点で釧路市経営の方向と戦略を探ることを目的としておりまして、６名の有識者メンバーのご参画をいただき、私が第１回会議で提起した課題に対して、それぞれご専門の立場から幅広くご意見をいただくなど議論を深めております。

■　第２回会議では先行して取り組むべき施策といたしまして「行政評価制度の再構築」と「釧路版事業仕分けへの取り組み」について市に提言をいただいたところであり、その後施策への反映も行われております。

■　また、本日までの取り組みといたしまして、課題としております「先進的な事例を学ぶ取り組み」に従いまして、７月１２日から３日間の日程で浜松市、四日市市および豊田市に私も事例調査を行ってまいりました。

■　自治体施策の実態や行政の水準、基準というものは、今までですと道内他都市の取り組みを見ながら進めてきたところでありますが、私は全国ベースで取り組まれる都市経営、行政経営の施策を自らが調査することで、釧路市が持つ可能性、成長の芽を発展させる取り組みに活かしていきたい。幅広く全国的に見ていきたいと考えたところであります。
■　市長自らが事例調査を行うことはあまりないこともありまして、訪問先の自治体では都市経営を実践している各市長との懇談を行うなど、細かい内容を教えていただき、自治体の施策について意見交換も行ったところでございます。

■　また、訪問先の庁舎では窓口サービスの実態につきましても私自身関心があることから、各自治体での総合窓口の取り組みの説明を受けながら、実態を自分の目で確認をしてきたところであります。

■　調査ヒアリングといたしましては、浜松市では行政財産と普通財産の一体的管理の提言を受け、即時実施されました「資産マネジメント」を調査してきたところであります。

■　四日市市では、担当課の事務事業を遂行する上で任務目的を明確にするため作成された「業務棚卸表」を調査してまいりました。

■　そして豊田市におきましては①トップマネジメントの強化、②自立型の事業部門、③支援型の事務部門、④市民と行政のパートナーシップの構築を柱とした仕事の進め方の理念や基本的な考え方であります「行政経営システム」について調査してきたところであります。

■　これら調査事項は、本日の会議におきまして報告いたしまして、先進事例を活かした施策について議論が進められる予定でございます。

■　この会議でございますが、年内にあと１回開催いたしまして、提言書の形でその内容を取りまとめていく予定になっているところでございます。


■　皆さんのお手元にチラシをお配りいたしましたが、国土交通省が主催する平成２２年度「大規模津波防災総合訓練」でございますけれど、１０月１６日土曜日の午前９時から午後１時まで、釧路西港第４埠頭のメイン会場と厚岸町、浜中町のサテライト会場で開催するものでございます。
■　この訓練は「中央防災会議」の「平成２２年度総合防災訓練大綱」に位置付けられた「政府における総合防災訓練」でありまして、国内における津波防災対策の促進を目的とした「津波防災総合訓練」は、平成１７年度から毎年、全国１カ所で実施されておりまして、釧路地方が６番目の開催地となるところであります。
■　今回の訓練では、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震によって北海道東部の太平洋沿岸に大規模な津波災害が発生したことを想定して総合的な訓練が行われますことから、釧路市は平成２２年度の「釧路市防災総合訓練」を、この訓練と一体で行うこととし、「住民自主避難訓練」や「給水訓練」、「土砂崩れ救助救出訓練」など、１２項目の訓練に参加することになりました。

■　訓練当日は、訓練会場と周辺の陸上と海上で各種の訓練が行われるほか、空中訓練として、Ｆ１５ジェット機やセスナ機による被害調査やヘリコプター１０機による救助、緊急輸送訓練などが実施されることになっております。
■　このため、訓練当日と前日（１５日（金））のリハーサルにおきまして、お配りいたしましたチラシの裏面に「航空機飛行予定箇所図」が示されておりますが、Ｆ１５ジェット機の低空飛行や複数のヘリコプターの同時飛行による騒音により、会場周辺や海岸付近にお住まいの市民の皆様が驚かれることのないよう、多数の航空機が参加する訓練の事前周知について、報道関係者の皆様のご協力を賜りますように、お願い申し上げる次第でございます。

■　今回の津波防災総合訓練は、被災当日から１週間くらいまでの期間を再現した１００余りの訓練を実施する大規模なものとなっておりますので、市民の皆様にも見ていただきたいと思っているところでございます。


■　「釧路都市圏総合都市交通体系調査」について、概要をご報告いたします。

既に、広報くしろ１０月号にて市民の方々に、今年度実施する調査についてご協力をお願いしたところでありますが、本調査につきましては、圏域ごとに、概ね２０年後の将来都市像を想定して、これと整合を図った総合的な都市交通計画を策定することを目的として、北海道が実施するものであります。
■　本交通体系調査の対象地域は、釧路市・釧路町・白糠町から構成される「釧路都市圏」としており、これまで、人口や交通量の増減など社会情勢の変化に対応するため、概ね１０年ごとに調査が行なわれてまいりました。
■　今回の調査は、今年度から平成２４年度までの３カ年で行う予定としており、調査の内容といたしましては、今年度に交通の実態調査、次年度に調査結果の解析と将来交通量の拡大推計を行いまして、最終年度には都市交通施策及び自動車交通・公共交通・歩行者、二輪車交通などからなる総合的な交通マスタープランの策定を行うこととなっております。
■　なお、現在、市では、都市計画決定後３０年以上整備が完了していない都市計画道路、いわゆる「長期未整備の都市計画道路」について、今後の必要性や実現性などを検討中でありますので、今回、北海道が実施する調査と連携を図りながら、これらの検討を進めてまいりたいと考えております。
■　今年度に実施する交通実態調査の内容といたしましては、人がいつ、どのような目的で、どこからどこへ、どのような交通手段で移動したかという、人の1日の行動を把握するための「パーソントリップ調査」と呼ばれる調査を主体に行います。

現在の予定では、１０月１４日以降に釧路市、釧路町、白糠町で約１万１千世帯の対象世帯に調査票を配布しまして、１０月１９日または、２１日の平日と２４日の休日の調査を実施いたします。

その他にも自動車交通量調査や公共交通に対する意識調査なども併せて行いまして、釧路都市圏における交通実態やニーズなどについて調査を行うことになっております。
■　今年は、国勢調査や国の道路交通センサスの調査が実施されることから、市民の方々にご協力をお願いしているところでありますが、この調査は極めて重要な調査でございますので、再度、本調査に対してのご協力を呼び掛けてまいりたいと考えております。

■　昨日、１０月７日(木)までが国勢調査の調査表の提出期限でありましたが、期限が過ぎても提出が確認できない世帯につきましては、１０月２２日（金）から２４日（日）に調査員が再訪問し、回収することになっております。
■　１０月７日（木）までに市に郵送で届いた調査票でございますが、約４万通でありまして、お陰さまで、調査は順調に進んでいると思っているところであります。
■　調査票の提出方法につきましては、今回から郵送による提出が導入されまして、調査員が直接回収する場合は、封をして提出してもらうなど改善が図られております。
■　調査の結果は、少子高齢化に対応するための基礎データや雇用形態(正規・非正規)の実態把握をはじめ、まちづくり全般の幅広い分野で活用されるほか、地方の大事な収入である地方交付税を算出する根拠となるものであります。
■　このため、市としてはあらゆる機会をとらえまして、調査への理解を呼び掛けてまいりました。この一環といたしまして、全国初となる国勢調査ＰＲソングを市職員が作成し、公共施設や地元ＦＭ局のＣＭなどで流しながら、ＰＲに一役買っているところであります。

■　この国勢調査は、すべての世帯から漏れなく正確な回答をいただくことが目標でございます。

まだ提出されていない方がおりましたら、国勢調査の重要性をご理解いただき、調査へのご協力とご回答をお願いいただけるように、改めて報道各位の皆様にも、調査票の提出を呼び掛けていただきたいと思っている次第であります。

【質　疑　要　旨】
（質問）

・　前回行われた国勢調査（H１７年）以降、釧路市の人口が毎年減少していますが、この現象をどのように受け止めているのか、市長のお考えをお伺いしたいと思います。

（市長）

・　少子化という人口減少社会ということになってきますが、そのあらわれが国勢調査の中でも出てきていると思っております。

釧路市といたしましても、平成２０年に総合計画を策定した中で、それまで拡大路線だった総合計画を初めて実態に即した中で進めてきております。

その中で、住んでいる方々は、活力があるとか希望があるとか、この地域の特性を活かした中で暮らしていけるような施策を取り組んでいく必要性があるということでの総合計画になっているところでございます。
その中で、どのようにして活力をあげていくことが常に大きな課題となっているところだと考えているところであります。
（質問）

・　現在の釧路市の人口は約１８万５千人ですが、前回の国勢調査の結果と比較すると大幅な減少になると考えられますが、釧路市の自治体運営への影響がありましたら、お伺いしたいと思います。

（市長）

・　平成２２年度の推計値でいきますと、約１７万８千人となり大きく減ることになります。人口が減っていくことが大変なことだという捉え方もありますが、しかし、諸外国をみていきますと成熟した社会は人口が減ってきています。
その中で、昔は拡大路線でしたが、これからは色々な方向性を考えていくことが必要だと感じております。恵まれた自然環境でありますとか、この地域資源を活用していきながら、生活の優位性をこの地域の中で造っていきたいと考えております。
衣食住は、生きていくうえで最も大事なことです。この地域ではそれらが優れているわけですから、そういったトレンドを活用しながらこれから進めていきたいと考えております。
　　
（質問）

・　尖閣諸島の問題で、全国的には中国からの観光客のキャンセルが出ていますが、釧路市への影響についてお伺いしたいと思います。
（市長）

・　全国的に大型キャンセルの報道がありますが、私自身、釧路地域のキャンセル状況について正式に聞いておりませんが、特段の影響は無いと感じております。

先日、釧路地方をロケ地にした中国映画関連で中国のご家族が来釧されましたが、北海道の魅力を感じて来ていただける人がいることを再認識したところでございます。
（質問）

・　地場資源の促進となると、冷涼な気候を使って物産展などにおいても今後釧路市をＰＲしていくことになるのか、市長のお考えをお伺いしたいと思います。
（市長）

・　今までは、大量生産・大量消費のシフトに合わせていた体制だった。食糧供給基地という言い方をしておりますが、これは中身としては原料供給基地という言葉だったと思います。その中で、こちらの限りある資源をいかに付加価値と言いますか、よい形の中で本当の食糧供給基地を目指していくことがこれからは大事な形だと思っております。
　　９月に釧路地域活性化協議会が上海で、中国人が多く行くエリアで物産展を開催し高い評価をいただきました。
　　今回、東京都文京区本郷商店街と品川の青物横町で釧路の特産品を販売する「商店街マルシェ」を開催します。

このようにエリアを絞りながらＰＲを進めていくなどの取り組みがこれから大事になっていくと考えております。
　　そうすることにより、移住できる階層の方々がまた釧路に来ていただけるイメージを持っております。

（質問）

・　苫小牧市の人口が増加しており、このままだと数年のうちに人口が釧路市を追い抜くとも言われていますが、その点について市長はどのように受け止めているのか、お伺いしたいと思います。

（市長）

・　苫小牧市は、道央圏という商圏を持ちながら、物流・道路を含めた中で、自動車関連企業の進出により人口が増加していると思いますが、基盤となるものがあり、かつ、交通アクセスが良いという条件もあると感じております。

釧路市は、商圏といたしましては東北海道となりますが、港があり、また、高速道路は平成２６年度の供用開始を目指して整備を進めており、地域の特性を活かした取り組みが大事だと考えております。

産業・経済が一番大事なことで、それがあって様々な生活がある証明だと受け止めております。

経済を強化していくことが都市経営戦略会議の中でもあり、釧路市に合った独自の政策展開を進めていこうということも課題として取り上げております。

経済政策というのは、日本の国全体の経済政策ではなく、この地域の活力が含まれる経済政策を進めていくことが重要であり大事なことだと感じております。それに伴い雇用だとかが付いてくるものと考えております。




























４．国勢調査の調査票の提出について




















３．釧路都市圏総合都市交通体系調査について





２．大規模津波防災総合訓練について
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